
本助成事業の要件 特　徴

都内中小企業等が「イノベーションマップ」に基づき、自社のコア技術（強み）を基盤として、
社外の知見やノウハウを活用して行う革新的な技術・製品開発を支援する助成事業です。
下記の３つの申請要件を満たす事業が対象となります。
ベンチャー、スタートアップの方もお申し込みいただけます。

中小企業
スタートアップ等の

研究開発助成及び事業化支援
令和５年度  TOKYO戦略的イノベーション促進事業

３年間で 最大 万円助成！8,000研究開発費用を

開発段階を区分し、各区分の進捗に応じて助成金を分割で支払うこ
とも可能です

最大8,000万円を助成

製品開発や事業化支援等の経験を持つ連携コーディネータが、技術
開発や知的財産権等の取得、販路開拓等を伴走型で支援します。

事業実施中のハンズオン支援

事業化の進捗状況に応じマーケティングや販路開拓等に関して継続
支援いたします。

事業完了後のアフターフォロー（最大１年間）

技術・製品開発を巡る環境の変化に対応するため、開発計画を柔軟
に変更できる仕組みを設けています。

環境変化への柔軟な対応

原材料費、人件費、産業財産権出願費、広告費などを対象としています。
幅広い経費が対象

都の「イノベーションマップ」に
ある開発支援テーマ（裏面参照）

に適合していること

11

自社のコア技術（強み）を
基盤として、他企業や大学等の

持つ社外の知見や
ノウハウを活用すること

22

早期に事業化を目指す
研究開発であること

33
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TEL：03-3251-7894・5 (平日9時～17時)　e-mail：josei@tokyo-kosha.or.jp

企画管理部　助成課
TOKYO戦略的イノベーション促進事業 担当お問合せ先

イノベーションマップでは、次の９つの分野に関する技術・製品の開発をテーマとして定めています

助成内容

開発支援テーマ

申請対象者

対象分野

助成限度額

助成率

都が作成した「イノベーションマップ」の
開発支援テーマに該当すること

8,000万円 （下限額 :1,500万円）
助成対象と認められる経費の2 /3 以内

・都内の本店又は支店で実質的な事業活動を
行っている中小企業者（会社及び個人事業者）等
・都内での創業を具体的に計画している個人

申請～助成金支払いまでの流れ

申請書類提出方法

申請エントリー

電子申請システム「Ｊグランツ」による申請
※Ｊグランツを利用するには、「ＧビズＩＤプライム」の発行が必要です。
国の審査に一定の期間を要するため、余裕を持って準備してください。
※公社webサイトに公開されている「令和5年度TOKYO戦略的イノ
ベーション促進事業【募集要項】」をよく読み、申請を行ってください。

説明会開催
申請エントリーをされた方を対象にオンライン説明会を開催いたします。

･７月27日（木） 
･８月 ２日（水） 

11 防災・減災・災害復旧

44 スポーツ振興・
　障害者スポーツ

77 環境・エネルギー・節電

22 インフラメンテナンス

55 子育て・高齢者・
　障害者等の支援

88 国際的な観光・
　金融都市の実現

33 安全・安心の確保

66 医療・健康

99 交通・物流・
　サプライチェーン

令和5年６月30日
～８月８日

申請
エントリー

令和5年８月10日～
８月30日

申請書類
提出

令和５年９月上旬～
11月上旬

一次審査
（書類）

令和６年１月上旬

二次審査
（面接）

令和６年３月上旬

助成対象
事業者
決定

助成事業
実施 完了検査 助成金

交付

申請書類の提出には公社HPから事前のエントリーが必要です。

６月30日（金） ８月８日（火）エントリー期間

各日程については、諸事情
により変更となる可能性が
ありますので、最新情報は
公社ホームページをご確認
ください。公社 戦略イノベ

対象期間

助成対象
経費

注意事項

原材料・副資材費、機械装置・工具器具費、委託・
外注費、専門家指導費、直接人件費、規格等
認証・登録費、産業財産権出願・導入費、展示
会等参加費、広告費

・助成金交付は、事業終了後又は開発区分ごと
の確認をさせていただいた後（後払い）となり
ます。

・申請の方法や支払の条件については募集要項
を必ずご確認ください。

・開発状況を確認するため、開発に関する情報を
適宜公社にご説明いただくことがあります。

令和６年（2024 年）１月１日から
令和８年（2026年）12月31日まで（最長３年）

13：30～ 15：00

10：00～ 11：30

※エントリーされた
方に対して説明会
参加URLをお送り
いたします


